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Waseda Vision 150 理工学術院の将来構想の進捗状況報告 

 

１．２０１６年度報告 

◎理工学術院全体 

①教育改革 

 学部英語学位プログラムのカリキュラムの整備 (*) 

→共通科目（A、B群）、専門科目（C群）共に予定どおり整備した。 

 材料科学専攻の新設 

→2019年度より基幹理工学研究科に『材料科学専攻』として新たに立ち上げることを決定した。

（2017.2.25教授会） 

 英語教育センターをもとにした専攻(言語と知性理工学専攻)の設置検討 

→学術院執行部と関連の教員との間で継続して検討している。 

 IPSを中心とした地方貢献型入試の導入 

→基幹理工学部・研究科と情報生産システム研究科（IPS）との地域連携型入試および教育・研究プ

ログラム導入を決定した。（2016.11.17学部運営委員会） 

 SGUと Waseda Ocean計画 (大学教育の国際化) 

→SGU各拠点（数物系科学、ICT・ロボット工学、ナノ・エネルギー）において、当初計画に沿って

実行している。 

 A1、A2群科目・B群科目・C群科目の改革 

 科目数の削減 (半減) 

 学部英語学位プログラムのための新英語科目と英語による専門科目の提供 

→科目数削減は継続して検討している。また、英語科目および英語による専門科目は学部英語学位

プログラムに向けて設置を予定している。 

 演習科目における 0.5単位の認定 

→未検討 

 3学部共通科目の設置・副専攻設置 

→未検討 

 西早稲田キャンパス 3研究科融合の検討 

→継続して検討している。（Vision 150教育システム計画調書に記載あり） 

 東京農工大学との連携強化 

→東京農工大と研究における人的交流を実施した。 

(*) Waseda Vision 150 教育システム計画調書にて記述した事項に対応 

 

②研究強化 

 助手・助教制度改革 

→大学全体の制度改革に合わせて対応を予定している。 

 基礎科学研究所の新設 

→「数理科学研究所」(重点研究領域の研究所)を軸として短期滞在型研究所機能の開設を目指す。 

 理工系研究体制のあり方 

→重点領域研究所の設置に向けて準備している。理工総研の組織改編（材料技術研究所の箇所化お

よび理工総研・理工研の統合）を推進している。 

→本部からの支援を得て、重点研究領域の研究拠点整備計画・経費、各研究所に対する理工研から

の支援経費が決定され、研究拠点の整備が開始された。 

 産学連携の推進 

→産業技術総合研究所（産総研）との協定に基づき、63 号館に産学官連携研究拠点「産総研・早大 

生体システムビッグデータ解析オープンイノベーションラボラトリ（CBBD-OIL）」を設置した。 

→CBBD-OIL において、ジョイントアポイントメント（クロスアポイントメント）制度に関する協

定を締結し、本学専任教員 1 名を同ラボ長として選出した。 

 研究情報発信の強化 

→研究者データベース「Pure」の学外公開を実施した。 
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→オンライン国際情報配信サービス「EurekAlert!」を活用した。 

 外部研究資金への応募促進 

→文部科学省科学研究費応募の促進を行い、申請数が昨年度より大幅に上回った。 

 

③キャンパス整備 

 理工重点研究拠点整備（着手） 

→学術院長室差配スペースおよび教室・ゼミ室、会議室を再配置し、研究拠点整備用に再配分した。 

→これに伴う教室・ゼミ室不足を補うため、教室・ゼミ室を再整備した。 

 理工キャンパスアメニティ向上 

→ラーニングスペース５７（旧ホワイエ）に空調を整備し、学生の自由な学びに適した什器を設置

した。 

→東西方向通路の平滑路面への改修と電気配線等を整理した。 

 理工情報インフラ整備 

 無線 LAN AP の整備 

→西早稲田キャンパス全体の無線 LAN 環境の大幅改善し、eduroam やゲスト ID を利用して学会

参加者や訪問研究者へも無線 LAN 環境が提供可能になった。 

 教室・会議室の AV 設備充実 

→56 号館 1 階の AV 機器が更新された。 

→2018 年度から開始する英語学位プログラムで教室不足が予想されるため、60 号館、61 号館の教

室のプロジェクタを HDMI 入力に対応し、一部の教室にはマイクも設置し利用環境を改善した。 

 

④学術院体制・事務体制・その他 

 3 研究科体制の検証と改善 

 男女共同参画 

→女性教員に対する TA 経費の支援策を実施した。 

 職員の待遇改善 

 

 

◆基幹理工学部・研究科 

①教育・入試改革 

 入試実績および定員の見直し 

2016年度 9月入学、2017年度 4月入学の入試において、日本語・英語プログラムとも高い入学者

レベルを維持している。9月入学の志望者は順調に延び、入学者を選定する余裕を十分に見込める段

階に入った。4 月入学は過去最高となる 5000 名を超える一般入試の志願者が集まり、入学目標数の

低減にもかかわらず前年度と同程度の合格基準を達成できた。 

以上のように基幹学系別入試は満足すべき状態を維持しているが、2018 年度から新英語学位プロ

グラム、および、情報生産システム研究科との学部入試教育連携体制が始まり、2019 年度からの材

料科学専攻が発足することに伴い、学部および大学院の定員の見直しを行った。新英語学位プログ

ラムに向けては従来の 6学科に配置されていた定員を Math、CSCEメジャー所属の 4学科に集束し、

情報生産システム研究科との連携では学系 2 の 5 学科に定員を割り当てた。また、材料科学専攻設

置のために既存専攻の定員充足率を見直し、新専攻設置と同時に既存専攻の定員充足率を向上させ

る定員再配置を行った。 

 国際化の推進（新英語学位プログラム） 

 基幹新英語学位プログラムでは 45名の定員のうち 15名を 4月入学の日本人学生に割り当ている。

英語の学習能力を担保しつつ理数科目にもすぐれた学生を確保するため、IB 認定校を中心とした指

定校推薦、数理的能力を問う試験による新しい方式の推薦入試、附属系属校の推薦という 3 種類の

入試制度を整えた。また、IB 認定校の選定作業、数理的能力を問う試験のサンプル問題作成など、

2017年度に向けての準備作業を進めた。 

 さらに、Major、Minor のカリキュラム策定作業を理工学術院全体と歩調を合わせて進め、基幹所

属の全 Major、Minorの科目が連携する魅力的な科目編成を推進した。 

 また、Vision150枠の新任教員の選考のため、人事委員会を Math、CSCEの両メジャーで立ち上げ、
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選考過程に入った。 

 国際化の推進（留学制度） 

 理工全体の国外留学者は文系学部と比べて非常に低いレベルにとどまっている。これを打破する

ため、基幹では国際部、留学センターと連携し、新しい留学プログラムを整えた。交換留学協定校

からオーストラリア２校、ヨーロッパ３校を選定し、数学系と情報系の教員を派遣し、相手校執行

部、教員との綿密な情報共有のもと、留年しないためのカリキュラムマッピングを作成し、それら

特定校を基幹優先枠のプログラムの形で整備した。 

 また、大学院においては専攻、SGU研究拠点などと連携し、ダブルディグリー制度、コチュテル制

度等について、海外大学大学院との準備・調整作業を進めた。 

 地方連携型入試教育制度（情報生産システム研究科との連携） 

 Vision150に向けて大学が新設した新思考入試（地方連携型）に基幹は参加し、北九州地区の情報

生産システム研究科と連携する新しい形の入試教育制度を整備した。そのための定員見直し、教育

システムの計画、入試の策定を行い、九州地区を中心とする指定校の選定作業を行った。また、北

九州市の支援のお願い、情報生産システム研究科によって発足した企業コンソーシアムへの広報な

ど、当該制度の北九州地区における環境整備にも努めた。更に、入学後の科目履修に関しても、新

思考入試に参画する 5学部と共に検討会を設置し、地方貢献に向けた検討を開始した。 

 材料科学専攻の設置提案 

 材料分野を基礎から先端まで幅広くカバーする材料科学専攻の 2019年度設置に向けて、理工全体

への説明会、主任会等への提案を経て、2017 年 2 月の教授会で設置が承認された。また、開設準備

委員会を基幹理工学研究科に設置して、必置教員、主副指導教員の確定、入学定員の確保など、発

足に向けた準備を進めた。 

 

②研究改革 

 重点研究領域の準備 

 新英語学位プログラムと同時に 2018年度より発足する重点研究領域の設置のための準備作業を進

めた。Math、CSCE 両メジャーを中心として、研究スペースの整備、予算確保の計画立案、研究所構

想の充実、任期付き新任教員確保など、さまざまな点について議論を進め、調整を行った。 

 

 

◆創造理工学部・研究科 

①教育改革 

 共創ワークショップ演習を卒業単位に算入できるよう改編 

→ C 群選択科目あるいはA～D 群その他から任意に選択できる単位として卒業必要単位に組み入れ

ることを決定した。 

 フィールド（学外の実践・実習の場）を活用した研究・教育の充実 

→ 学部教育では、創造理工リテラシーおよび共創ワークショップを通して、また研究としては各学

科の卒業論文・計画、修士論文を通して実践・実習の場を提供している。 

 学部英語学位プログラムの検討 

→ ME メジャーと CE メジャーを二本柱として、5 学科全てが英語学位プログラムに参加すること

となった。 

 箇所間協定校の拡充 

→ トリノ工科大学、ブリュッセル自由大学、コンケン大学、ヴェネツィア建築大学と協定を締結し

た。また、国立台湾大学とのダブルディグリー科目を制定し、現協定を活かしてベルリン工科大学、

ブリュッセル自由大学、スウェーデン王立工科大学などからの学生を受け入れた。さらに、ブルゴ

ーニュ大学、リーハイ大学、ミュンヘン大学、ハンブルグ工科大学、オレゴン州立大学、E-JUST

などからの学生受入・交流を行った。国内では、同志社大学との学部交流学生派遣、日本原子力研

究開発機構への学生派遣を行った。 

 若手研究者支援（海外学会発表など） 

→ 2015 年度に引き続き、16 名（15 万円／人）の海外学会発表渡航費用補助を行った。 

 ティーチング・アワード実施 

→ 2016 年春学期ティーチング・アワード候補者の選考を実施し、3 名の候補者を推薦した。 
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 HP、パンフレット等による情報発信強化 

→ 見易さ、分かり易さを重視して創造理工のホームページを刷新した。また、学部・研究科パンフ

レット、5 学科の web 整備、パンフレット作成の補助を行い、創造理工全体の広報を強化した。 

 建築学専攻にて国際コース開始を検討 

→ 2018 年度からの学部英語学位プログラムの開始に合わせ、建築学専攻において国際コース修士

課程設置の準備を行った。 

 

②研究強化 

 産学連携の推進 

→ 企業との覚書締結により、多くの学生のインターンシップを促進した。また、創造理工各学科の

OB 会・卒業生を通した企業連携および理工学術院と企業との既連携の枠組みを通して、共創ワーク

ショップのための講師を派遣いただいた。 

 研究成果の発信と社会貢献（創造人の発刊など） 

→ 創造理工からの研究内容・成果発信のための冊子「創造人」を 4 冊発行した。これらを創造理工

の HP に WEB マガジンとして掲載し、広く社会に発信した。 

 重点研究領域の検討 

→ 学部英語学位プログラムの設置と同時に、理工学研究所における重点領域研究 2 テーマ（フロン

ティア機械工学研究所、持続的未来社会研究所）を提案した。 

 

③入試制度改革 

 指定校推薦入試における学科選択枠をさらに拡充 

→ 昨年の推薦状況を確認し、2016 年度の一般選出、および優良校、重点校、奨励校の選出を行っ

た。優良校と奨励校の数を約 5 割増強した。 

 

 

◆先進理工学部・研究科 

➀教育改革 

 修士課程における専門コア科目のコースワーク再構築。修士課程の修了単位にオープン科目も認め

ることにより、広い視野を持った学生の育成。 

→検討を進めている。 

 実験講義のオンデマンド化による効率的な授業 

→西早稲田キャンパスの撮影設備を今後積極的に活用予定。 

 学部専門教育の国際化 

→国際コースとの合併講義（大学院先取り科目など）を利用して継続的に実施。 

 研究スキル等に関する科目設置 

→2015 年度に先進理工学研究科修士課程に設置した本学物性計測センターとの連携による「先端物

性計測演習」を運営。科目履修に関わる装置使用料を先進理工学研究科で負担。 

 シームレスな科学英語教育 

→2015 年度に設置した少人数レベル別でのネイティブスピーカーによる対話型英語教育

「Discussion Tutorial English in Science and Engineering」を運営し、この受講料の一部を先進理

工学研究科で補助。 

 海外学生・若手派遣プログラムの推進 

→高麗大学、ボン大学およびモナッシュ大学と先進理工学研究科の間でジョイントスーパービジョ

ン (JS) に関わる箇所間協定を締結、2016 年度博士学位取得者に JS 修了証書を授与した。 

→シカゴ大学と先進理工学研究科の間で教員のジョイントアポイントメントに関わる箇所間協定を

締結し、シカゴ大学教員を先進理工学研究科応用化学専攻に 3 か月間受け入れた。 

 5 年一貫制博士課程専攻による一貫制教育の一層の充実化 

→2014 年度に 5 年一貫博士課程である先進理工学専攻を開設し、順調に推移している。 

 修士課程での学会発表の奨励 

→2015 年度に設置した国際会議参加費補助制度を活用し、修士課程での学会・研究会での発表を

奨励。 
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➁研究改革 

 重点領域研究所の設立に向けた検討 

→先進理工学研究科から理工総研に設置する重点領域研究所である「階層を超えた最先端物理学研

究所」「先端化学知の社会実装研究所」「階層動的生命科学研究所」について、研究組織を整備した。 

 論文リスト・学会発表の整理と共有 (A A A インデックスを活用した情報の蓄積) 

→学生による入力が順調に進行しており、データベースとして益々充実。 

 ラボリーダー制度の推進 

→ホームページでの広報を一層推進し、知名度向上に寄与している。 

 教員の研究活動に対する表彰 

→早稲田大学リサーチアワード等を受賞した教員が受賞内容に関するプレゼンテーションを先進理

工学部・研究科全教員の前で実施。 

 研究「室」サポートの模索 

→前年度から継続して検討を進めている。 

 

➂社会貢献改革 

 卒業・修了生の人名録作成 

→一部学科 (応用化学科・専攻) で先行して実施しており、先進全体への拡大を検討中。 

 サイエンスの啓発活動 

→各教員が大学のオープンキャンパスやペアレンツデー、学会アウトリーチ活動などで個別に実施。 

 

➃入試制度改革 

 大学院入試、研究室情報の積極的公開 (HP、入試説明会) 

→理工キャンパスでの大学院入試説明会を先進理工学研究科として開催。 

 学部入試作業の合理化と入試事故リスクの軽減 

→対策に関して協議を進めている。 

 入学後の成績の附属・系属校へのフィードバック 

→高大一貫教育検討委員会での議論に加えて、学科単位で附属系属校教員 との連携を活用し、フィ

ードバックの可能性を模索中。 

 

⑤学生支援改革 

 TA センターの新設、学部 3 年生の TA 登用、博士課程学生 TA 制度の推進 

→博士課程学生 TA (TAO) を継続して活用している。また、2016 年度に新設され 2017 年度から運

用開始が予定されている高度授業 TA 制度について、生命医科学科などでの学部生 (4 年生) の当該

制度での登用を決めた。 

 博士キャリアセンター、キャリアアドバイザー等の充実により、大学院生 への就職支援を強化 

→2015 年度から委嘱したキャリアアドバイザーに継続して活動いただき、学生からの個別相談に

対応するとともに、「先進キャリア支援講演会」を開催して広く先進理工学研究科大学院生のキャリ

ア支援を実施。 

 博士後期課程若手研究者養成奨学金制度の充実 

→修士課程に関しては、既設の先進理工学研究科修士課程奨学金を活用し、大学院生への経済支援

を実施。 

 

⑥自己点検改革 

 産業界とも連携した学外評価委員制度の新設 

→継続的な検討課題として、検討を進めている。 

 

⑦その他 

 生命医療系研究・教育の充実 

→奈良県立医大との研究医養成制度を継続的に運用実施。 

 若手任期制教員の増員 
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→V150 支援策に従って、2018 年度の嘱任に向けて検討中。 

 

 

◆環境・エネルギー研究科 

①入試改革 

 事前説明会の強化 

→現行の枠組み（現行の枠組み（推薦、一般、AO×3 回）を維持し、事前説明会を増加する等学生

確保に向けた活動を強化した。結果として、単年度での定員確保を達成した。 

 

 WEB サイトの充実 

→受験生向けの研究室紹介ページを作成する等 WEB サイトを活用した広報活動を強化した（2016

年度に作成し、2017 年度 4 月より広報を開始）。 

 

②教育改革 

 カリキュラムの見直し 

→学生の動線を考慮し、カリキュラムの見直しを行った。2016 年度には演習科目の指導内容等を再

検討した。 

 提携講座の開設 

→本庄キャンパスの活性化方策の一環として、地場産業と連携した提携講座を企画し、2017 年度 4

月に開講するに至った。 

 

③研究改革 

 学問領域統合型の産学官連携プロジェクトの展開 

→環境総合研究センターを核として、文理融合・学問領域統合型の外部資金の獲得を検討した。結

果として、アジア地域におけるバイオマス関連の研究体制の構築を目的として、e-ASIA 共同研究プ

ログラム「バイオエネルギー」分野「東アジアにおけるバイオマスエネルギーの社会実装に関わる

実現可能性調査」に採択された（研究開始は、2017 年 4 月）。 

 地域リサーチセンターの設立と展開 

→地域連携型の産学官民連携プロジェクトを強化する目的として、福島県広野町および山形県小国

町に地域リサーチセンターを新たに設置した。 

 

④本庄キャンパスの活性化 

 提携講座の開設（再掲） 

→本庄キャンパスの活性化方策の一環として、地場産業と連携した提携講座を企画し、2017 年度 4

月に開講するに至った。 

 公開講演会の企画・実施 

→2016年 11月 22日に実施した。 

 

 

◆情報生産システム研究科 

①教育改革 

1.グローバルキャンパス構想の実現 

 グローバルに人を惹きつけるグローバルキャンパスの求心力として、産官学金コンソーシアム立ち

上げにより、北九州の産業と密接に連携した、国際的にも優位性のある教育内容を検討する。 

→「早稲田大学IPS・北九州コンソーシアム」を立ち上げ、実行段階に入った。 

 産学連携型教育モデルと並行し、地域連携型教育モデルの策定に着手する。 

→検討中。 

 ASEAN 大学教員に対する学位取得支援を通じ、ASEAN とのネットワーク強化 

→従来からの提携校（約40校）からの学生獲得をより強力に行ったが、大学教員に対する学位取得支援

は今後に持ち越し。 
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2.グローバル人材の育成 

 地方貢献人材発掘型入試、産学連携教育、地域連携教育により、日本人のグローバル人材育成を行う。 

→基幹理工学部と連携して行う「北九州地域連携型入試・教育プログラム」の実行が決定し、同時にそ

の内容検討に入った。 

 社会人教育を重要視する。 

→博士後期課程を重視し、次年度以降検討することとした。 

 サマープログラム等短期集中請負教育の大規模化。 

→海外から約70名の参加者を得てサマースクールを実施した。短期集中型教育のノウハウ蓄積がなされ

た。 

 産官学金コンソーシアムを基盤とするアントレプレナ教育を日本国内のみならず、アジア諸国に対し

ても行う。 

→Edgeの支援を受け、北九州でアントレプレナ教育を実施。よりものづくりと情報通信システム工学を

指向した実践教育の準備として、早稲田大学IPS・北九州コンソーシアム内でワークショップをトライ

アル実施した。 

 上記のような特徴的な教育を核とし、国費留学生優先配置への提案を行い採択されることを目指す。 

→国費留学生優先配置の公募はなかった。 

 連携大学院コースの継続、新科目の増設を検討する。 

→カーエレクトロニクス、カーロボ・インテリジェントカーに続き、第3の連携大学院コースの検討を開

始した。 

 

②研究改革 

1.産学連携等を通じた研究活性化・多元化 

 産官学金コンソーシアムの立ち上げを行い、主にエコインダストリをテーマとする研究拠点としての

存在感を確立する。学会、省庁、九経連等との連携を密にすることによる外部資金獲得を目指す。同

時に早大内支援機能も活用する。 

→着手した。 

 IPS セミナーを開始する。IPS 国際連携シンポジウムの継続、ひびきのサロンへの協力。 

→実行した。 

 産官学金コンソーシアムの本格運用を開始する。 

→2017年度からの本格運用を目指す。 

 

2.研究環境の高度化・発信力の強化 

 エコインダストリ、医工連携、スマートコミュニティを柱とする大型プロジェクトの開始をめざす。

リサーチコンプレックスFS 採択を受けさらに本採択を目指し、これにより地域と連携した研究力増

強を行う。 

→リサーチコンプレックス本採択には至らなかった。 

 

3.国際産学研究連携の推進 

 学生交流だけでなく、研究交流を主目的とした協定締結を実現する。受け皿としてのIPS 研究センタ

ーの強化を行う。 

→2017年度中の実現を目指す。 

 

③社会貢献改革 

1.社会に開放された教育研究環境の構築 

 地方貢献人材発掘型入試の実現努力とともに、九州を中心とする有力高校との関係を強化する。 

→「北九州地域連携型入試・教育プログラム」を軸に、高大接続に向けて活動を開始した。 

 高専専攻科、海外からのインターンシップ受け入れを積極的に行う。 

→実現した。 

 

④学生支援改革 

1.グローバルキャンパスに対応した生活環境の改善 
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 異文化環境での教育・研究方式の点検、文化交流、日本語教育、カウンセリング強化 

→2017年度も引き続き行う。留学生支援を行うNPO法人あるいは自治体の協力も有効利用できた。 

 

⑤点検・評価改革 

1.海外留学生を考慮した教育制度の点検・評価の推進 

 留学生、日本人学生による満足度・意識度チェックについて検討 

→2017年度に引き続き行う。 

 

2.外部評価の推進 

 教育研究レベルの点検・評価法について検討を行う。 

→2017年度の検討事項とする。 

 博士学位の質維持についての点検実施 

→研究科内3分野それぞれに取り組んだ。また、コチュテルによる海外大学との共同指導・審査方法の検

討についても検討を行った。 

 

⑥その他 

1.早稲田スピリッツの醸成 

 実体情報学等西早稲田キャンパスと合同実施プロジェクトへの積極参加 

 西早稲田との研究交流手段についての検討 

 早稲田イベントへの参加についての検討 

 IPS 内イベントの増加、稲門会、EWE との交流を図る。 

→2017年度も引き続き行う。 
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２．２０１７年度計画 

◎理工学術院全体 

①教育改革 

 学部英語学位プログラムのカリキュラムの整備 (*) 

 大学院進学者数の増大 

 材料科学専攻の新設 

 英語教育センターをもとにした専攻(言語と知性理工学専攻)の設置検討 

 卓越大学院（仮称）の設置検討 

 SGU と Waseda Ocean 計画 (大学教育の国際化) 

 A1、A2 群科目・B 群科目・C 群科目の改革 

 Waseda Vision 150 目標に対応する少人数授業の検討、対面型授業の検討、科目数の削減 

 学部英語学位プログラムのための新英語科目と英語による専門科目の提供 

 (*) Waseda Vision 150 教育システム計画調書にて記述した事項に対応。 

 助手・助教制度改革 

 

②研究強化 

 理工総研の組織改編（材研の箇所化および理工総研・理工研の統合） 

(2017 年 9 月予定)に伴う新たな研究体制 

 材研の文科省共同利用・共同研究拠点への申請 

 重点領域研究展開に伴い、理工総研内に 7 つの研究所を設置 

(2017 年 10 月以降) 

 研究開発センター(120 号館)への研究拠点の展開に向けた検討・準備 

 2019 年度研究重点教員(戦略枠)嘱任に向けた検討・準備 

 研究情報発信の強化 

 研究者データベース「Pure」の活用 

 オンライン国際情報配信サービス「EurekAlert!」の活用 

 外部研究資金への応募促進 

 文部科学省科学研究費応募の促進 

 産学連携の推進連携活動協定に基づく研究助成の充実・促進 

 

③キャンパス整備 

 理工重点研究拠点整備 

 ７つの研究拠点の研究ニーズに応じた施設改修 

 研究力強化のための新規嘱任教員用研究スペース整備 

 理工キャンパスアメニティ向上 

 ６０・６１号館教室、ゼミ室の改修工事 

 安全な研究環境への設備改善 

 ６５号館（１～３階）換気設備改修 

 理工情報インフラ整備 

 多様な授業形態、グローバル人材育成に対応した PC 利用環境の検討(2018 年度予算申請予定)  

 

④学術院体制・事務体制・その他 

 3 研究科体制の検証と改善 

 ダイバーシティの推進 

 職員の待遇改善 

 

 

◆基幹理工学部・研究科 

①教育・入試改革 
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 入試制度の改革 

 早稲田大学全体において入学者数の定員比が 1.00を目標とすること、また、新英語学位プログラ

ムや地方連携型入試教育制度による定員の見直しがあったことを受け、基幹でも入学制度を改革す

る。昨年度まで質の高い入学者の確保に成功している現状を維持しながら、より魅力的なアドミッ

ション制度を確立するため、一般入試、指定校推薦入試、附属系属校推薦入試など種々の入試形態

間での定員比を見直す。 

 国際化の推進（新英語学位プログラム） 

 2017年度は新英語学位プログラムにおいては 2018年 4月入学生の入試の実施年度にあたる。指定

校推薦では高校を精度よく選定し、また、新しい方式の推薦入試では数理的能力を問う試験問題を

作成作業に入る。さらに、種々の説明会を通じて、プログラムの内容を広報する。 

 さらに、プログラムの内容についても完成を目指す年度であり、履修要項の完成に始まり、Major、 

Minor全教員を対象とする研究室配属の仕組みの検討など、教育システムのあらゆる点について確定

作業を遂行する。 

 国際化の推進（留学制度） 

 2017 年度は前年度に整備した基幹優先枠による留学制度推進の開始年度にあたる。試験的に行わ

れた春募集については多数の問い合わせがあったことを受け、秋募集については教室会議における

カリキュラムマッピングの正式承認を経て、学生への広報を充実する。さらに、優先枠対象の地域

や大学を増やすと共に、応募対象を基幹全学科へと拡充すべく、教員の現地派遣調査を推進する。 

 地方連携型入試教育制度（情報生産システム研究科との連携）の完成 

 2017 年度は入試制度の開始時期にあたる。指定校の最終的な確定と入学者確保に向けて、説明会

や高校別訪問を行う。 

 教育制度については、４年次での北九州地区での研究室配属、卒業研究を目指して、進級振り分

け制度への組み込み、研究室配属制度の確定、西早稲田地区における履修指導体制の確立を行う。 

 材料科学専攻の申請 

 2018 年度初頭を目標とする文科省への申請に向けて、専攻の内容整備を行う。カリキュラムをシ

ラバス内容まで確定し、材料科学副専攻を立ち上げ、新任教員の人事選考を進め、対外的な広報活

動を本格化する。 

 2019（2020）年度に向けた日本語プログラムのカリキュラム改革 

 基幹では日本語プログラムについても学部全体でのカリキュラムの見直しの機運が高まってお

り、2017 年度は改革のための議論を開始する。卒業要件の総単位数の見直し、少人数教育・理解度

確認のあり方の議論、副専攻制度の見直し、英語プログラムの科目履修の推進、留学のしやすい履

修制度への転換など、学部全体として統一的な方針の策定を目指し、その下での各学科・専攻の具

体的な新カリキュラム編成作業の方向性を打ち出す。 

 海外校との教育提携 

 アジア、ヨーロッパ、アメリカ、オセアニアにおける教育連携の制度（ジョイントアポイントメ

ント、ジョイントディグリー、コチュテル、ダブルディグリーなど）の策定を、学部、研究科や研

究拠点など各箇所と協力しながら推進する。 

 

②研究改革 

 重点研究領域の研究体制の確立 

 重点研究領域のうち、非線形解析、計算数理科学、統計数理科学の 3 分野より成る「数理科学研

究拠点」においては、定期的公開セミナーの開講、研究成果発表及び情報発信源としての国際研究

集会の開催、専攻・学部横断的シンポジウムの開催などの研究活動を開始する。また、計算プラッ

トフォーム、通信プラットフォーム、セキュリティプラットフォーム、データプラットフォームか

ら成る「超スマート社会を創造する最先端 ICT 基盤」では、分野間連携、学内外・国内外連携、異

分野連携による外部資金の獲得と社会実装を目指した研究活動を開始する。 

 その他研究拠点の支援 

昨年度に引き続き、SGU（数物系研究拠点）における海外との研究連携活動、教育連携プログラムの

策定などを支援する。また、2017 年度採択課題「エネルギー変換工学の現代数学との融合による進

化と社会実装」の立ち上げ、運営を支援する。 

 情報生産システム研究科と連携した地方連携型入試教育制度の開始に伴い、基幹理工学研究科と情
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報生産システム研究科の所属教員が、北九州企業コンソーシアムを通して、共同研究を実施できる

体制作りを行う。 

 

 

◆創造理工学部・研究科 

①教育改革 

 共創ワークショップ演習の実施要領の検討 

→ 履修希望者数増大に対する方策を検討する。 

 SHIP の詳細検討 

→ 英語学位プログラム発足にあたり、創造理工全体で開始する SHIP 科目（Social and Human 

Innovation by Practical Science and Engineering）の詳細を検討する。 

 箇所間協定校の拡充 

 若手研究者支援（海外学会発表など） 

 ティーチング・アワード実施 

 HP、パンフレット等による情報発信強化 

 経営システム・経営デザイン専攻にて国際コース開始を検討 

 

②研究強化 

 産学連携の推進 

 研究成果の発信と社会貢献（創造人の発刊など） 

 2 つの重点研究領域の活動場所の整備 

 

③入試制度改革 

 指定校推薦入試における対象高校数の見直しと優遇校の拡充 

 学部英語学位プログラムの入試方法の策定 

 高大連携の強化 

 

 

◆先進理工学部・研究科 

➀教育改革 

 実験講義の更なるオンデマンド化の推進による効率的な授業実施 

 学部専門教育の一層の国際化 

 箇所間協定等を活用した教員・学生・若手研究者の海外派遣・招聘プログラムの推進 

 修士課程での学会発表の更なる奨励 

 

➁研究改革 

 重点領域研究所の設立に向けた継続的検討 

 論文リスト・学会発表の整理と共有 (AAA インデックスを活用した情報の 蓄積と活用) 

 ラボリーダー制度の一層の推進 

 教員の研究活動に対する表彰 

 

➂社会貢献改革 

 サイエンスの啓発活動 

 

➃入試制度改革 

 大学院入試、研究室情報の更なる積極的公開 (HP、入試説明会) 

 学部入試作業の合理化と入試事故リスクの軽減 

 入学後の成績の附属・系属校への着実なフィードバック 

 

⑤学生支援改革 

 大学院生への就職支援強化 
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⑥その他 

 若手任期付教員の増員 

 

 

◆環境・エネルギー研究科 

①入試改革 

 広報活動の強化（継続） 

→2016 年度に一定の成果が得られたため、継続的に広報活動を強化する（修士課程の在籍学生数：

100 名を常時維持するのが当面の目標）。 

 博士後期課程学生の確保 

→近年、博士後期課程学生の入学者数が微減傾向にあるため、積極的に確保する取り組みを強化す

る（例：研究プロジェクトとの連携等）。 

 

②教育改革 

 高度な文理融合に向けたカリキュラムの在り方に関する検討 

→既存のカリキュラムやこれまで取り組んできた「国際環境リーダー育成プログラム」を核としな

がら、より高度な文理融合の向けたカリキュラムの在り方に関する検討に着手する。 

 社会ニーズに対応した教育プログラムに関する検討 

→パリ協定、エネルギー自由化等、環境・エネルギーを取り巻く情勢は日々刻々と変化している。

それらの社会ニーズに対応した教育プログラムの検討に着手する（例：社会人学生の確保に向けた

戦略等） 

 

③研究改革 

 学問領域統合型の産学官連携連携プロジェクトの展開 

→環境総合研究センターを核として、文理融合・学問領域統合型の外部資金の獲得に向けた活動を

継続的に実施する。 

 地域リサーチセンターの設立と展開 

→設置した地域リサーチセンターの活動を本格化し、大学の新たな地域展開モデルの構築に向けた

検討に着手する。 

 

④本庄キャンパスの活性化 

 高大院連携 

→本庄高等学院との連携による本庄キャンパスの活性化に向けた連携協議を開始する。 

 公開講演会の企画・実施 

→環境・エネルギー研究科が 10 周年を迎えるため、10 周年記念シンポジウムを開催し、本庄展開

に関する新たなメッセージを発信する。 

 

 

◆情報生産システム研究科 

①教育改革 

1.グローバルキャンパス構想の実現 

 グローバルに人を惹きつけるグローバルキャンパスの求心力として、「早稲田大学IPS・北九州コン

ソーシアム」を軸とし、北九州の産業と密接に連携した、国際的にも優位性のある教育内容を設計・

実現する。また、産学連携型教育モデルと並行し、地域連携型教育モデルの策定に着手する。海外

機関と連携しつつも、北九州がハブとなり、そこで学ぶ魅力を明確にすることにより、国内外から

人を惹き寄せる教育・研究環境を築くことを目指す。 

 従来からの海外提携校方式をベースとした学生獲得方法および教育プログラムのチェックを行い、

必要があれば修正する。 

 

2.グローバル人材の育成 
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 北九州地域連携型入試・教育プログラム、産学連携教育、地域連携教育の完成度を高めて魅力ある

ものとし、これにより、日本人のグローバル人材育成を行う。 

 社会人教育を重要視する。とくに博士後期課程を重視する。 

 サマープログラム等短期集中請負教育の大規模化を引き続き行い、短期集中型教育のノウハウ蓄積

を行う。さらに、海外からの修士・博士学位取得プログラムを検討する。 

 早稲田大学IPS・北九州コンソーシアムを基盤とするアントレプレナ教育、イノベータ教育、理工系

教養教育を日本国内のみならず、アジア諸国に対しても行うことにより、広い視野をもつ専門家を

育てる高度人材育成の環境を実現する。 

 人工知能とその社会実装を重点領域のひとつと捉え、これを対象とする連携大学院コースの設置を

検討する。 

 

②研究改革 

1.産学連携等を通じた研究活性化・多元化 

早稲田IPS・北九州コンソーシアムを含み、主にエコインダストリをテーマとする研究拠点を構築する。 

 

2.研究環境の高度化・発信力の強化 

エコインダストリ、医工連携、スマートコミュニティを柱とする大型プロジェクトの発足をめざす。 IPS

研究センターには、従来のプロジェクト研究に加え、早稲田IPS・北九州コンソーシアムの産学連携教員

を主とする社会実装を視野に入れた研究が活発に行われている姿をめざす。 

 

3.国際産学研究連携の推進 

学生交流だけでなく、研究交流を主目的とした協定締結を実現する。  

 

③社会貢献改革 

1.社会に開放された教育研究環境の構築 

 高大接続、リカレント教育について検討する。地域に貢献する啓蒙普及、人材育成を行う。 

 

④学生支援改革 

1.グローバルキャンパスに対応した生活環境の改善 

 異文化環境での教育・研究方式の点検、文化交流、日本語教育、カウンセリング強化を引き続き行

う。 

 

⑤点検・評価改革 

1.海外留学生を考慮した教育制度の点検・評価の推進 

 留学生、日本人学生による満足度・意識度チェックを行う。 

 アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーの点検と、それに合わせた

教育・研究体制の確認。 

 

2.外部評価の推進 

 教育研究レベルの点検・評価法について検討を行う。 

 IPSで学位を取得することに対する価値について、社会的認識の向上。 

 

⑥その他 

1.早稲田スピリッツの醸成 

 

以 上 


